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大阪市地域公共交通計画（大阪港咲洲・夢洲地域） 新旧対照表（令和５年 12 月 27 日変更） 

 

新 旧 

<全ページ>【駅名の決定】 

駅名決定のため全体を通して「夢洲駅」で統一 

<全ページ>【駅名の決定】 

駅名未決定のため全体を通して「（仮称）夢洲駅」で統一 

<7 ページ>【上位計画及び関連計画の更新】 

２－２ 上位計画及び関連計画 

本計画の上位計画及び関連計画として、以下の計画概要を次ページ以降に示

す。 

① 「大阪都市計画区域マスタープラン（大阪市）」 

（2020 年（R2 年）10 月策定） 

② 「大阪の再生・成長に向けた新戦略（大阪府・大阪市）」 

  （2020 年（R2 年）12 月策定、具体的な取組み集（R5 年 7 月版）） 

③ 「夢洲まちづくり構想（夢洲まちづくり構想検討会）」 

  （2017 年（H29 年）8 月策定） 

 

<7 ページ>【上位計画及び関連計画の更新】 

２－２ 上位計画及び関連計画 

本計画の上位計画及び関連計画として、以下の計画概要を次ページ以降に

示す。 

① 「大阪都市計画区域マスタープラン（大阪市）」 

（2020 年（R2 年）10 月策定） 

② 「大阪の成長戦略（大阪府・大阪市）」 

  （2010 年（H22 年）12 月策定、2018 年（H30 年）3 月改訂） 

③ 「夢洲まちづくり構想（夢洲まちづくり構想検討会）」 

  （2017 年（H29 年）8 月策定） 

 

<12 ページ～13 ページ>【上位計画及び関連計画の更新】 

② 大阪の再生・成長に向けた新戦略 

大阪の再生・成長に向けた新戦略は、これまで「大阪の成長戦略」を策定

し、大阪の成長に向けた取組みを進めてきたが、新型コロナウイルスの感染

拡大により、インバウンドの消失や雇用環境の悪化など大阪経済や府民生活

が甚大な影響を受けるとともに、「新しい生活様式」やＤＸ（デジタルトラ

ンスフォーメーション）の加速など、社会システムの変革をもたらす新たな

潮流が生じていること、また、政治・経済・人口が過度に東京に一極集中す

る日本の国土構造の脆弱性があらためて顕在化したことから、この危機を乗

り越え、大阪の再生・成長を図っていくためには、健康・医療関連産業の集

積等の強みや広域インフラ整備をはじめとする都市機能の強化など、これま

<12 ページ～15 ページ＞【上位計画及び関連計画の更新】 

② 大阪の成長戦略 

大阪の成長戦略は、概ね2020年までの10年間の成長目標を実現するための

大阪府と大阪市共通の戦略として、短期・中期（３～５年）の具体的な取組

方向を明らかにすることをねらいに策定したものである。 

社会経済情勢の変化に応じて、具体的な取組内容について適宜、追加・修

正を行うなど、基本的な方向性を堅持しつつ、必要に応じ柔軟に見直しを図

っていくこととしており、これまでに数度にわたり改訂を行ってきた。 
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で府市一体で進めてきた取組みを土台に、さらには、コロナ終息後の世界的

なビッグイベントとなる大阪・関西万博のインパクトを活かしながら、取組

みを加速させていかなければならないことを踏まえ、経済や府民生活へのダ

メージを最小限に抑えるために緊急的に取り組むべきもの、さらには、コロ

ナ終息を見据え、大阪の再生・成長に向けて取り組むべき方向性を明らかに

するための、新たな戦略を大阪府・大阪市において策定したものである。 

この戦略により、大阪の再生を確たるものとし、さらなる成長につなげる

とともに、その取組みの成果を、2025年の大阪・関西万博の成功、ＳＤＧｓ

の達成へとつなげていくこととしている。 

大阪の再生・成長に向けた新戦略では、第２章「戦略の全体イメージ」に

おいて５つの重点分野を示すとともに、「成長を支える都市インフラの整備」

が位置付けられている。 

 

 

また、第６章においては、取組みの方向の概要として「ポストコロナに向

けた大阪の再生・成長」を示しており、大阪・関西万博をインパクトに大阪

 

 

2018年３月の改訂においては、新たに重点化を図る分野として「Ⅰ 健

康・医療関連産業の世界的なクラスター形成」、「Ⅱ インバウンドの増加

を契機としたアジア市場の取り込み強化」、「Ⅲ 第４次産業革命に対応し

たイノベーションの促進と生産性向上」、「Ⅳ 人口の減少と産業構造の変

化に対応した人材力強化」の４つの分野が示され、それらの分野を踏まえた

成長のための５源泉毎の取組みが示されている。 
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の再生・成長に向けた取組みを加速させていくこと、成長を支える都市イン

フラを土台に、５つの重点分野を中心に経済成長に向けた取組みや、働きや

すく住みやすい、健康で快適な質の高いくらしの実現に向けた取組みを進め

ていくこと、また、経済とくらしを支える安全・安心な基盤づくりを着実に

進めていくことが示されており、夢洲アクセス鉄道路線として「北港テクノ

ポート線」が位置づけられている。 

 

 

 

５源泉毎の取組みの１つである、「１.内外の集客力強化」における

「（１）世界的な創造都市、国際エンターテイメント都市の創出」の具体的

取組として、2025日本国際博覧会誘致に向けた取組み及び、世界最高水準の

エンターテイメント、ＭＩＣＥなど様々な機能を持つ「統合型リゾート（Ｉ

Ｒ）」の夢洲への立地促進が、また「４．アジア活力の取組み強化・物流人

流インフラの活用」における「（４）人流を支える鉄道アクセス・ネットワ

ーク強化」の具体的取組として、夢洲への地下鉄中央線の延伸（北港テクノ

ポート線）の検討（ＩＲ・万博に向けた鉄道アクセス整備）が示されてい

る。 
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【参考】データでみる「大阪の成長戦略」別冊 p4・p5・p59 
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<30 ページ>【表の変更】 

（１）北港テクノポート線整備事業の概要 

 
※北港テクノポート線の夢洲駅から（仮称）新桜島駅については、大阪市の建

設事業有識者会議において事業休止の状態であり、今後の夢洲の段階的な土地

利用状況に応じて鉄道の事業主体や運営主体などの整備方針が決まった段階

で、改めて大阪市建設事業有識者会議での審議に諮る予定である。 

 

<32 ページ>【表の変更】 

（１）北港テクノポート線整備事業の概要 

 
※北港テクノポート線の（仮称）夢洲駅から（仮称）新桜島駅については、

大阪市の建設事業有識者会議において事業休止の状態であり、今後の夢洲の

段階的な土地利用状況に応じて鉄道の事業主体や運営主体などの整備方針が

決まった段階で、改めて大阪市建設事業有識者会議での審議に諮る予定であ

る。 

<32 ページ>【表の変更】 

（２）事業に必要な資金の額・調達方法 

北港テクノポート線（コスモスクエア駅～夢洲駅間）に必要な資金は下表の

とおりである。 

 

表 3-1 北港テクノポート線整備事業（コスモスクエア駅～夢洲駅間）の資

金の確保等（残事業費） 

<34 ページ>【表の変更】 

（２）事業に必要な資金の額・調達方法 

北港テクノポート線（コスモスクエア駅～（仮称）夢洲駅間）に必要な資

金は下表のとおりである。 

 

表 3-1 北港テクノポート線整備事業（コスモスクエア駅～（仮称）夢洲駅

間）の資金の確保等（残事業費） 

区間 コスモスクエア駅～夢洲駅※ 

建設延長 複線 約 3.2km 

設置駅 コスモスクエア駅（既設）、夢洲駅 

総事業費 約 1080 億円 

整備手法 償還型上下分離方式 

事業の 

実施主体 

整備：大阪市 

株式会社 大阪港トランスポートシステム(第一種鉄道事業者) 

運行：大阪市高速電気軌道株式会社(第二種鉄道事業者) 

輸送需要 約 8.3 万人／日 

開業目標 2025 年春予定 

 

区間 コスモスクエア駅～（仮称）夢洲駅※ 

建設延長 複線 約 3.2km 

設置駅 コスモスクエア駅（既設）、(仮称)夢洲駅 

総事業費 約 1080 億円 

整備手法 償還型上下分離方式 

事業の 

実施主体 

整備：大阪市 

株式会社 大阪港トランスポートシステム(第一種鉄道事業者) 

運行：株式会社 大阪港トランスポートシステム(第一種鉄道事業者) 

輸送需要 約 8.3 万人／日 

開業目標 2025 年春予定 
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※現時点の想定額 

※上記の財政融資は、地域公共交通の活性化及び再生に関する法律第２９条の

２に基づく、独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構からの借入 

 
※現時点の想定額 

※上記の財政融資は、地域公共交通の活性化及び再生に関する法律第２９条

の２に基づく、独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構からの借入 

 

内訳 

調達方法 

実施年度 
調達先等 

調達主

体 

 

インフラ部 

港湾整備事業 

約 88億円 国 

大阪市 2020～2027 年度  約 88億円 大阪市 

 
埋立事業者分

担経費 
約 170 億円 財政融資等 

 

インフラ外部 

開発者負担金 約 40億円 
大阪市 

（財政融資） 

OTS 

2021～2024 年度 

 出資金 約 30億円 
大阪市 

（財政融資） 

 借入金 約 160 億円 財政融資 

 車両費 約 60億円 自社調達 
大阪市高速

電気軌道 

株式会社 

総事業費 約 636 億円  

 

内訳 

調達方法 

実施年度 
調達先等 

調達

主体 

 

インフラ部 

港湾整備事業 

約 88億円 国 

大阪市 2020～2027 年度  約 88億円 大阪市 

 
埋立事業者分

担経費 

約 170 億

円 
財政融資 

 

インフラ外部 

開発者負担金 約 40億円 
大阪市 

（財政融資） 

OTS 2021～2024 年度 

 

出資金 

約 40億円 
大阪市 

（財政融資） 

 約 10億円 企業等 

 借入金 
約 200 億

円 
財政融資 

総事業費 
約 636 億

円 
 

 


